
要求公表・予算案公表

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　繰入金　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

9,235

要求からの主な変更点 林業公社の今後のあり方を検討するため、検討委員会の経費を増額

 概算事業費（B（A）+C） 0

0 0 0 8,258

概　算
人件費

0.00 1.00

0

0 0 0 0 977

Aの
財源

合計（A) 0 0 0 0 977

調査報告書
作成

ー 一式

当初予算
項目

現況
（見込）0 977 目標 成果 達成状況

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度 25要求 25予算案 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越 Ｈ２５ H26
目標

補正予算

合計 0 0 977

成果目標・
事業内容

〇専門委員会を設置し、林業公社を廃止した他県事例の調査、詳細な検討を行ない報告書を作成する。

（単位：千円）　

（予算案）

林業公社あり方検討委員会設置事業 直接
専門委員会を設置し、林業公社を廃止した他県事例
の調査、詳細な検討を行ない報告書を作成する。

ー 0 977

項目 実施方法 H25実施内容
H24 H25

（当初） （要求）

県が関与
する理由

□法令等義務 ■内部管理 □県でなければ実施不可　 【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 外郭団体等検討委員会の中間報告

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿 〇平成24年度長野県外郭団体等検討委員会の中間報告を受けて、林業公社の今後のあり方を検討する専門委員会を設置し、専門的
な見地からの審議や調査を行なう。

現状
〇外郭団体等検討委員会の中間報告概要
　林業公社は消去法として「存続の方が無難な選択であるが、最終的には政治的決断にならざるを得ないとし、新たな専門委員会を設
置し、2013年度末までに廃止した他県の事例を調査し、実際に長野県の林業公社を廃止するとした場合の詳細な検討に入ることを進め
たい。

◆多様な森林の整備の促進 実施期間 H25 ～

課・室 森林づくり推進課

総合５か
年計画

未来プロジェクト  E-mail shinrin@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-4森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

事業番号 09 04 38 事務事業シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　■予算案　　　□点検

事　業　名 林業公社あり方検討委員会設置事業 担
当
課

部局 林務部

mailto:shinrin@pref.nagano.lg.jp

